
 

   長岡京市地域生活支援事業実施規則  

（目的）  

第１条 この規則は、障がい者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）

がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態に

よる事業を効率的かつ効果的に実施し、もって障がい者等の福祉の増進を

図ることを目的として、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７

条の規定による地域生活支援事業の実施に関し必要な事項を定めるもの

とする。  

（事業の実施）  

第２条 市長は、障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために

必要な次に掲げる事業を実施する。  

⑴ 理解促進研修・啓発事業  

⑵ 自発的活動支援事業  

⑶ 相談支援事業  

⑷ 相談支援機能強化事業  

⑸ 成年後見制度利用支援事業  

⑹ 成年後見制度法人後見支援事業  

⑺ 意思疎通支援事業  

⑻ 日常生活用具給付等事業  

⑼ 手話奉仕員養成研修事業  

⑽ 移動支援事業  

⑾ 地域活動支援センター事業  

⑿ 地域活動支援センター機能強化事業  

⒀ 訪問入浴サービス事業  

⒁ 生活支援事業  

⒂ 日中一時支援事業  

⒃ 生活サポート事業  

⒄ 芸術・文化講座開催等事業  

⒅ 奉仕員養成研修事業  

⒆ 自動車運転免許取得教習費助成事業  

⒇ 自動車改造費助成事業  



 

(21) 障がい者福祉ホーム事業  

(22) その他市長が必要と認める事業  

２ 市長は、地域生活支援事業の全部又は一部を、障がい者等に対する相談、

援助を実施している社会福祉法人等の団体に委託し、又は補助して実施す

ることができるものとする。  

（利用対象者）  

第３条 地域生活支援事業の対象者は、本市に住所を有する者（本市以外の

市町村が法第１９条第３項又は法附則第２２条第１項の規定により支給

決定を行っている者を除く。）又は市長が法第１９条第３項又は法附則第

２２条第１項の規定により支給決定を行っている者であって、法第４条第

１項に規定する障害者及び同条第２項に規定する障害児の保護者とする。 

（費用給付事業）  

第４条 第２条第１項第７号（重度障がい者等入院時コミュニケーション支

援事業に限る。）、第８号、第１０号、第１１号（別に定めるものに限る。）、

第１３号、第１５号及び第１６号の事業（以下「費用給付事業」という。）

は、第１２条の規定による地域生活支援給付をもって行う。  

（費用助成等事業）  

第５条 第２条第１項第５号、第１９号及び第２０号の事業（以下「費用助

成等事業」という。）は、費用の助成等をもって行う。  

（利用の申請）  

第６条 費用給付事業の利用を希望する者又はその保護者は、地域生活支援

事業支給申請書（別記様式第１号）により、市長に申請するものとする。 

２ 費用助成等事業の利用を希望する場合の手続については、別に定めると

ころによる。  

（利用の決定）  

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を

審査して、利用の適否及びその内容を決定するものとする。  

２ 市長は、前項の規定により利用を適当と認める旨を決定したときは、地

域生活支援事業支給決定通知書（別記様式第２号）又は日常生活用具給

付・貸与決定通知書（別記様式第３号）により当該申請者に通知するもの

とする。この場合において、第２条第１項第７号、第１０号 、第１１号、

第１３号、第１５号又は第１６号の事業の利用を決定したときは地域生活

支援事業利用者証（別記様式第４号）を、同項第８号の事業の利用を決定



 

したときは日常生活用具給付券（別記様式第５号）を併せて交付するもの

とする。  

３ 市長は、第１項の規定により、利用を不適当と認める旨を決定したとき

は、地域生活支援事業却下決定通知書（別記様式第６号）により当該申請

者に通知するものとする。  

（利用の契約）  

第８条 前条第２項の規定により決定を受けた者が利用を開始しようとす

るときは、当該費用給付事業に係るサービスを提供する事業所等と契約を

締結するものとする。  

（利用の変更）  

第９条 費用給付事業を利用する者（以下「利用者」という。）又はその保

護者は、現に受けた支援事業の種類、サービスの量その他の事項を変更す

る必要があるときは、地域生活支援事業支給変更申請書（別記様式第７号）

により、市長に申請するものとする。  

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査して、

必要があると認めるときは、利用の変更を決定するものとする。  

３ 市長は、前項の規定により利用の変更を決定したときは、地域生活支援

事業支給変更決定通知書（別記様式第８号）により当該申請者に通知する

ものとする。  

（利用の取消し）  

第１０条 市長は、利用者又はその保護者が次の各号のいずれかに該当する

場合には、第７条第１項及び第９条第２項の規定による決定を取り消すこ

とができる。  

⑴ 費用給付事業を利用する必要がなくなったと市長が認めるとき。  

⑵ 他市町村において援護の実施を受けるに至ったとき。  

⑶ 正当な理由なく第１１条第３項の規定による調査に応じないとき。  

２ 市長は、前項の規定により決定を取り消したときは、地域生活支援事業

支給決定取消通知書（別記様式第９号）により当該利用者又はその保護者

に通知するものとする。  

（利用者負担）  

第１１条 利用者又はその保護者は、費用給付事業に係るサービスに要した

費用のうち、別表第１に掲げる額（以下「利用者負担額」という。）を当

該費用給付事業に係るサービスを提供した事業者等に支払うものとする。 



 

２ 利用者負担額には、別表第２に掲げる利用者及びその属する世帯の主た

る生計維持者の預貯金その他の日常生活を営むために必要な資産以外に

活用できる資産（以下「資産等」という。）並びに利用者の属する世帯の

所得による階層（以下「所得階層区分」という。）により負担上限月額を

設け、利用する事業ごとにこれを算定する。ただし、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０

号）附則第１１条の規定により経過措置の適用を受けたものは、同規定に

より算定された負担上限月額とする。  

３ 市長は、利用者の所得階層区分について、毎年７月１日を基準日として、

基準日以降に申請のあったものについては当該年度の、基準日前のものに

ついては前年度の市町村民税の課税状況等を調査し、決定する。ただし、

利用者の申告又は随時の調査により既に決定した階層区分と異なること

が判明したときは、その都度変更することができる。  

（地域生活支援給付）  

第１２条 市長は、利用者が費用給付事業に係るサービスを受けたときは、

当該利用者に対し、当該費用給付事業に係るサービスに要した費用につい

て、地域生活支援給付を支給する。  

２ 地域生活支援給付の額は、費用給付事業の種類ごとに事業に係るサービ

スに通常要する費用として、別に定める基準により算定した費用の額（そ

の額が現に当該費用給付事業に係るサービスに要した費用の額を超える

ときにあっては、現に当該費用給付事業に係るサービスに要した費用の額）

から利用者負担額を控除した額とする。  

３ 市長は、第１項の場合において、利用者が費用給付事業に係るサービス

を提供した事業者等に支払うべき当該費用給付事業に係るサービスに要

した費用について、地域生活支援給付として当該利用者に支給すべき額の

限度において、当該利用者に代わり、当該事業者等に支払うことができる。 

４ 前項の規定による支払いがあったときは、利用者に対し地域生活支援給

付の支給があったものとみなす。  

（長岡京市地域生活支援事業利用支援費支給事業）  

第１３条 市長は、同一月において単一又は複数の費用給付事業の利用があ

った世帯について、各事業の利用者負担額の合計（以下「負担合計額」と

いう。）が、別表第３に定める負担上限月額を超えるときは、負担合計額

から負担上限月額を控除して得た額を地域生活支援事業利用支援費とし



 

て支給できるものとする。  

２ 前項の場合において、各費用給付事業に係る利用者負担の合計に、法及

び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

に基づく負担月額又は別に定める基準額を合算して得た額をもって、負担

合計額とすることができる。  

３ 地域生活支援事業利用支援費の支給を希望する者は、地域生活支援事業

利用支援費支給申請書（別記様式第１０号）に、負担上限月額を超えるこ

とを証明する書類を添付し、市長に申請しなければならない。  

４ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、内容を審査し、支給す

る旨を決定したときは地域生活支援事業利用支援費支給決定通知書（別記

様式第１１号）により、支給しない旨を決定したときは地域生活支援事業

利用支援費支給却下通知書（別記様式第１２号）により、当該申請者に通

知するものとする。  

（関係者の責務）  

第１４条 地域生活支援事業に従事する者は、事業の果たすべき役割の重要

性を認識し、各種研修会への参加等あらゆる機会をとらえ、生活支援技 術

等の向上を図るための自己研鑚に努めるものとする。  

２ 地域生活支援事業に従事する者は、事業の実施に当たり長岡京市個人情

報保護条例（平成１１年長岡京市条例第１８号）の規定を遵守し、利用者

及び利用世帯のプライバシーの保護に万全を期するものとし、正当な理由

なく、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。  

３ 市、市から事業の委託を受けた団体等及び事業者等は、地域生活支援事

業を効果的に実施するため、社会福祉士、介護福祉士、医師、理学療法士、

作業療法士、精神保健福祉士、保健師その他の保健及び福祉に関する専門

知識を有する者の配置に努めるものとする。  

４ 事業者等は、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態と運営

体制を取るよう努めなければならない。  

（委任）  

第１５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項については、市長が別

に定める。  

附 則  

（施行期日）  



 

第１条 この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。  

（長岡京市身体障害者生活支援事業運営規則の廃止）  

第２条 長岡京市身体障害者生活支援事業運営規則（平成１２年長岡京市規

則第６３号）は、廃止する。  

（施行のための準備行為）  

第３条 この規則を施行するために必要な利用申請、利用決定その他の行為

は、この規則の施行前においても行うことができるものとする。  

（利用者負担の検討）  

第４条 市長は、この規則の施行後３年を目途として、障害者自立支援法の

改正等の情勢を勘案し、別表第２に掲げる利用者負担額の負担上限月額に

ついて検討するものとする。  

附 則（平成１９年３月３０日規則第２４号）  

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則（平成２０年３月２８日規則第１８号）  

（施行期日等）  

第１条 この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の長岡京

市地域生活支援事業実施規則の規定は、平成１９年４月１日から適用する。 

（経過措置）  

第２条 この規則の施行の際、この規則による改正前の長岡京市地域生活支

援事業実施規則第１号様式の規定による用紙で現に残存するものは、必要

な修正を加え、なお当分の間使用することができる。  

附 則（平成２１年３月３０日規則第１９号）  

（施行期日等）  

この規則は、公布の日から施行し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

掲げる日から適用する。  

⑴ 第１条の規定による改正後の長岡京市地域生活支援事業実施規則の規

定 平成１９年７月１日  

⑵ 第２条の規定による改正後の長岡京市地域生活支援事業実施規則の規

定 平成２０年７月１日  

附 則（平成２１年６月３０日規則第３１号）  

この規則は、平成２１年７月１日から施行する。  

附 則（平成２２年３月３１日規則第１９号）  

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。  



 

附 則（平成２５年３月２９日規則第３号）抄  

この規則は、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施

策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行の日（平成２５年４月

１日）から施行する。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この規則は、平成２５年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この規則による改正前の長岡京市地域生活支援事業実施規則（以下「改

正前の規則」という。）に規定する様式各号によりなされた申請は、当分

の間、この規則に規定する相当様式によりなされた申請とみなす。  

３  この規則の施行の日前に改正前の規則第７条の規定により交付された

書類は、当分の間、この規則の相当様式によるものとみなす。  

附 則  

（施行期日）  

１  この規則は、平成２６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則による改正前の長岡京市地域生活支援事業実施規則（以下「改

正前の規則」という。）に規定する様式各号によりなされた申請は、当分

の間、この規則に規定する相当様式によりなされた申請とみなす。  

３  この規則の施行の日前に改正前の規則第７条の規定により交付された

書類は、当分の間、この規則に規定する相当様式によるものとみなす。  

   附  則  

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則  

 この規則は、公布の日から施行する。  

  



 

 

  



 

別表第１（第１１条関係）  

事業名  利用者負担額  

意思疎通支援事業  
利 用 し た サ ー ビ ス 費 用 の

１０／１００  

日常生活用具等給付事業  購入・修理に要する費用の

１０／１００  

移動支援事業  身体介護を伴うもの  利用したサービス費用の

１０／１００  

身体介護を伴わないもの  無料  

地域活動支援センター事業  別に定める額  

訪問入浴サービス事業  利用したサービス費用の

１０／１００  

日中一時支援事業  利用したサービス費用の

１０／１００  

生活サポート事業  利用したサービス費用の

１０／１００  

  



 

別表第２（第１１条関係）  

区分  対象者  所得階層区

分  

対象者  自己負担上

限月額  

１ 在

宅サ

ービ

スを

利用

する

障が

い者  

第２条第

１項第７

号、第１０

号、第１１

号、第１３

号、第１５

号又は第１

６号に規定

するサービ

スを利用す

る１８歳以

上の者  

⑴ 生活保

護  

生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）の規定による生

活扶助その他の扶助を受給

している世帯  

０円  

⑵ 低所得  障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律施行令に定める市

町村民税非課税世帯（以下

「市町村民税非課税世帯」と

いう。）  

０円  

⑶ 一般１  市町村民税課税世帯のうち、

市町村民税所得割額が 16万

円未満の者  

９，３００円  

⑷ 一般２  市町村民税課税世帯のうち、

⑶以外の者  

３７，２００

円  

２ 在

宅サ

ービ

スを

利用

する

障が

い児  

第２条第

１項第７

号、第１０

号、第１１

号、第１３

号、第１５

号又は第１

６号に規定

するサービ

スを利用す

る１８歳未

満の者  

⑴ 生活保

護  

生活保護法の規定による生

活扶助その他の扶助を受給

している世帯  

０円  

⑵ 低所得  市町村民税非課税世帯  ０円  

⑶ 一般１  市町村民税課税世帯のう

ち、市町村民税所得割額が

２８万円未満の者  

４，６００円  

⑷ 一般２  市町村民税課税世帯のう

ち、⑶以外の者  

３７，２００

円  

３ そ

の他

の事

業利

用者  

第２条第

１項第８号

に規定する

サービスを

利用する者  

⑴ 生活保

護  

生活保護法の規定による生

活扶助その他の扶助を受給

している世帯  

０円  

⑵ 低所得  市町村民税非課税世帯  ０円  

⑶ 一般１  市町村民税課税世帯のう

ち、市町村民税所得割額が

１６万円未満の者  

１８，６００

円  

⑷ 一般２  市町村民税課税世帯のう

ち、⑶以外の者  

３７，２００

円  



 

別表第３（第１３条関係）  

所得階層区分  対象者  自己負担上限月額  

⑴ 生活保護  生活保護法の規定による生活扶助そ

の他の扶助を受給している世帯  

０円  

⑵ 低所得１  市町村民税非課税世帯のうち、利用者

本人の年収が８０万円以下（障害基礎

年金２級相当）の収入区分（に属する

者及び重度障がい者（障害基礎年金 1

級、特別障害者手当の受給及び障がい

者支援施設等における工賃のみの者

をいう。）  

７，５００円  

⑶ 低所得２  市町村民税非課税世帯のうち、⑵以外

の収入区分に属する者  

１２，３００円  

⑷ 一般１  市町村民税課税世帯のうち、市町村民

税所得割額が１６万円未満の者  

１８，６００円  

⑸ 一般２  市町村民税課税世帯のうち、⑷以外の

者  

３７，２００円  

 

 



 

別記様式第１号（第６条関係）      

 地域生活支援事業支給申請書  

長岡京市長 様  申請年月日    年   月   日 

次のとおり申請します。 

申 

請 

者 

フリガナ  
生年月日      年   月   日 

氏 名   

居 住 地 

〒  

 

 電話番号  

フリガナ  
生年月日      年   月   日 

支給申請に係る
児 童 氏 名 

 
続 柄  

身 体 障 害 者 

手 帳 番 号 
 

精神障害者保健 

福祉手帳番号 
 

療育手帳番号  
自立支援医療 

( 精 神 )番 号 
 

 

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況 

地域生活支援 

福祉サービス 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

 

介 護 給 付 

訓練等給付 

障 害 支 援 

区分の認定 
有・無 区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

有効

期間 

   年   月   日から 

    年   月   日まで 
 利用中のサービスの種類と内容等 

 

介 護 保 険 

サ ー ビ ス 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援（ ）・要介護 １ ２ ３ ４ ５  

利用中のサービスの種類と内容等 

 

世帯区分 □生活保護世帯 □低所得１ □低所得２ □一般１ □一般２  

 
申請する支援の種類・内容 

□ 
重度障がい者等入院時 

コミュニケーション支援事業 
                  時間／年度 

□ 日常生活用具給付等  

□ 移動支援事業 身体介護（□あり □なし）      時間／月 

□ 地域活動支援センターⅡ型                    回／月 

□ 地域活動支援センターⅢ型                    回／月 

□ 訪問入浴サービス                    回／月 

□ 日中一時支援事業                   時間／月 

□ 生活サポート                   時間／月 

 
申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

フリガナ  
申 請 者 

との関係 
 

氏 名   

住 所 

〒  

 

 電話番号  

 
調 査 同 意 書 

地域生活支援事業の支給決定に必要のある場合には、この申請に係る、世帯状況、所得・課税状況、

生活保護受給状況、介護保険受給等の状況、その他必要な事項を長岡京市が官公署、関係人に調査、

報告を求めることに同意します。 

 申請者氏名  印 



 

別記様式第２号（第７条関係）       

   

 地域生活支援事業支給決定通知書  

 第  号 

    年   月   日 

  

  様   

               長岡京市長        印 

 

地域生活支援事業について、下記のとおり決定し、利用者証を交付しますので通知します。 

記 

利 用 者 証

番 号 
 

支給決定障がい者

（ 保 護 者 ） 氏 名 
 

支給決定日    年   月   日 
支 給 決 定 に 係 る 

児 童 氏 名 
 

有 効 期 間    年   月   日 ～      年   月   日 

特 記 事 項  

 

支給を決定した事業 支給決定内容 利用者負担 

   

   

   

   

   

   

不服申立て及び取消訴訟 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、長岡京

市長に対し、審査請求をすることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、長岡京

市（訴訟において長岡京市を代表する者は長岡京市長となります。）を被告として、裁判所に処分の取消しの

訴えを提起することができます。 

ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、決定のあった日から１年

を 

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 なお、前項の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。 

問い合わせ先 

長岡京市     部     課 

 住所 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

 電話  

 

 



 

別記様式第３号（第７条関係） 

 

(申請者)                   様 

 

長岡京市長       ○印  

 

日常生活用具給付・貸与決定通知書 

 

年 月 日に申請のありました地域生活支援事業（日常生活用具給付等事業）について、

下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

第  号 

   年   月   日 

   

給 付 （ 貸 与 ） 

番 号 
第    号 決 定 年 月 日    年   月   日 

対 象 者 名  

用 具 名  

価 格  円  公 費 負 担 額  円  

形式及び規格等  

給付（貸与）を

受ける者が支払

う べ き 額 

           円 

有 効 期 限    年   月   日 

納入業者の住所

及 び 名 称 

 

 

そ の 他  

 

注 意 事 項 

１  用具は、対象者又はこれを扶養する者がその能力に応じて費用の一部を直接業者に支払うこと

を条件に給付されるものでありますから、支払うこととされた額については、必ず用具を受け取

る時に支払ってください。 

２  給付（貸与）された用具を、その目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供

したりすることは、かたく禁じられています。  

３  ２に違反した場合には、費用の全部又は一部を返還してもらうことがあります。  



 

別記様式第４号（第７条関係）  

     
 （八） 

注 意 事 項 
 
１ この証は、各ページをよく読んで大切に持っていてくだ 

さい。 
２ 地域生活支援事業のサービスを受けようとするときに 

は、必ずこの証をサービス事業者に提示してください。 
３ 地域生活支援事業のサービスを受けるときに支払う金 

額は、二面、三面のとおりです。また、食費等の実費を 
要するときは、当該料金とあわせ、事業者に直接お支払 
いください。 

４ 支給決定期間を経過したときは、地域生活支援事業のサ 
ービスの支給を受けられませんので、支給決定期間を経 
過する前に、長岡京市にこの証を添えて、支給の再申請 
をしてください。 

５ 支給量の変更をする必要がある場合は、支給量の変更の 
申請をすることができます。 

６ この証の一面の記載事項に変更があったときは、１４日 
以内に、この証を添えて、長岡京市にその旨を届け出て 
ください。 

７ 支給決定期間内に、居住地を他の市町村の区域に移す 
と、この証は使えなくなります。居住地を移そうとする 
場合は、事前に、この証を交付した長岡京市にご連絡、 
ご相談ください。 

８ この証を破損したり、汚したり又は紛失したときは、速 
やかに届け出て、再交付を受けてください。また、再交 
付を受けた後、紛失したこの証を発見したときは、速や 
かに、長岡京市に返してください。 

９ 利用者の資格がなくなったときは、直ちに、この証を、 
長岡京市に返してください。 

10 不正にこの証を使用した者は、関係法令により処罰され 
ることがあります。 

11 支給決定の内容欄に記載されていない地域生活支援事 
業のサービスについては、利用できません。 

 

 （一） 

地域生活支援事業利用者証  

利

用

者

等 

番 号  

居住地  

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ  

氏 名  

生年月日      年   月   日 

児

童 

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ  

氏 名  

生年月日      年   月   日 

交付年月日       年   月   日 

支給市町村名 

及び印 

262097 
〒617-8501 

京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

 長岡京市 
部     課 

電話  
 

 

     

     
 （六） 

日中一時支援事業者実績記入欄  
番 

号 

事 業 者 及 び 

その事業所の名称  
実施日 

日
数 

月
累
計 

事業者 

確認印 

1  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

2  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

3  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

4  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

5  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

6  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

7  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

8  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

9  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

10  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

11  
    年  月  日から 

    年  月  日まで

で 

   

12  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

13  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

14  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

15  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    
 

 （三） 

番号 移動支援事業者記入欄  

1 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サ ー ビ ス 内 容  事業者確認印 

契 約 支 給 量 月    時間   分  
 

契 約 日      年   月   日 

当該契約支給量による  
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
時間   分   

2 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サ ー ビ ス 内 容  事業者確認印 

契 約 支 給 量 月    時間   分  
 

契 約 日      年   月   日 

当該契約支給量による 
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
時間   分   

3 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サ ー ビ ス 内 容  事業者確認印 

契 約 支 給 量 月    時間   分  
 

契 約 日      年   月   日 

当該契約支給量による 
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
時間   分   

 

 

     



 

     
 （二） 

支 給 決 定 の 内 容 

サービス種別  

支給量等  

支給決定期間 
     年   月   日から 

     年   月   日まで 

利用者負担額  

サービス種別  

支給量等  

支給決定期間 
     年   月   日から 

     年   月   日まで 

利用者負担額  

サービス種別  

支給量等  

支給決定期間 
     年   月   日から 

     年   月   日まで 

利用者負担額  
 

 （七） 

日中一時支援事業者実績記入欄  
番 

号 

事 業 者 及 び 

その事業所の名称  
実施日 

日
数 

月
累
計 

事業者 

確認印 

16  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

17  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

18  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

19  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

20  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

21  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

22  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

23  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

24  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

25  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

26  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

27  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

28  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

29  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    

30  
    年  月  日から 

    年  月  日まで    
 

 

     
     

 （四） 

番号 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー Ⅱ 型 ・ Ⅲ 型 事 業 者 記 入 欄  

1 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サービス内容 

及び契約支給量 
 

事業者確認印 

 
契 約 日      年   月   日 

当該契約支給量による  
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
  

2 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サービス内容 

及び契約支給量 
 

事業者確認印 

 
契 約 日      年   月   日 

当該契約支給量による 
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
  

3 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サービス内容 

及び契約支給量 
 

事業者確認印 

 
契 約 日      年   月   日 

当該契約支給量による 
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
  

 

 （五） 

番号 訪問入 浴事 業者 記入 欄  

1 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サービス内容 

及び契約支給量 
 

事業者確認印 

 

契 約 日      年   月   日 
 

番号 
重度障 がい 者等 入院 時コミ ュニ  
ケーシ ョン 支援 事業 者記入 欄  

1 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サービス内容 

及び契約支給量 
 

事業者確認印 

 

契 約 日      年   月   日 

 当該契約支給量による  
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 
終了日までの既提供量 

  

2 

事業者及びその 

事 業 所 の 名 称 
 

サービス内容 

及び契約支給量 
 

事業者確認印 

 

契 約 日      年   月   日 

 当該契約支給量による  
サービス提供終了日      年   月   日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 
終了日までの既提供量 

  
 

 

     



 

別記様式第５号（第７条関係） 

日 常 生 活 用 具 給 付 券 

給 付 番 号 第    号 
給 付 発 行 

年 月 日 
     年   月   日 

対 象 者 氏 名  生 年 月 日 
     年   月   日 

(  歳) 

住 所  

形 式 ・ 規 格 等  

納 入 

業 者 

名 称  

住 所 
 

(電話)  

価 格  円 公 費 負 担 額  円 

給付を受ける者 

が支払うべき額 
 円  

 

 

 上記のとおり決定する。 

   年   月   日 

                                                 長岡京市長   

 

用具の購入（修理）日    年   月   日 
受領事業所名及び年月日 

   年   月   日 

利用者または保護者から受

領した利用者負担額 
円 

検 収    年   月   日 
(検収員) 

職名・氏名                印  

受 領    年   月   日 
(受領者) 

氏名                   印   

   年   月   日付第    号で決定を受けた日常生活用具給付について、上記のとおり利

用者負担額を支払いましたので、地域生活支援給付の支払いを請求します。 

なお、その受領の権限を下記の事業者に委任します。 

上記の権限を受任しました。なお、支払いについては、登録の口座に振り込んでください。 

    年  月  日 

受任者        住所 

（事業所）       事業者名 

代表者氏名                     印   



 

別記様式第６号（第７条関係） 

       

 地域生活支援事業却下決定通知書  

 第  号 

      年   月   日 

  

  様   

               長岡京市長     印 

 

 

  年   月   日に申請された地域生活支援事業については、下記の理由により却下するこ

とに決定しましたので通知します。 
 

 

記 

 

 

１ 申請事項  

 

２ 却下の理由  

 

不服申立て及び取消訴訟 

 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、長岡京市長に対し、審査請求をすることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、長岡京市（訴訟において長岡京市を代表する者は長岡京市長となりま

す。）を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、決

定のあった日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。 

 なお、前項の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこ

ととされています。 

 

問い合わせ先 

長岡京市    部     課 

 住所 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

 電話  

 

 

 

 

 



 

別記様式第７号（第９条関係）  

       

 地域生活支援事業支給変更申請書  

長岡京市長 様  申請年月日      年   月   日 

次のとおり申請します。 

申 

請 

者 

フリガナ  
生年月日      年   月   日 

氏 名   
利用者証番号  

居 住 地 

〒  

 

 電話番号  

フリガナ  生年月日      年   月   日 
支給申請に係る
児 童 氏 名 

 
続 柄  

身 体 障 害 者  

手 帳 番 号 
 

精神障害者保健 

福祉手帳番号 
 

療育手帳番号  
自立支援医療 

(精 神 )番 号  
 

 

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況 

地域生活支援 

福祉サービス 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

 

介 護 給 付 

訓練等給付 

障害支援  

区分の認定 
有・無 区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

有効

期間 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 

 利用中のサービスの種類と内容等 

 

介 護 保 険 

サ ー ビ ス 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援（ ）・要介護 １ ２ ３ ４ ５  

利用中のサービスの種類と内容等 

 

世帯区分 □生活保護世帯 □低所得１ □低所得２ □一般１ □一般２ 

変更の理由  

 
申請する支援の種類・内容 

□ 
重度障がい者等入院時 

コミュニケーション支援事業 
                  時間／年度 

□ 日常生活用具給付等  

□ 移動支援事業 身体介護（□あり □なし）      時間／月 

□ 地域活動支援センターⅡ型                    回／月 

□ 地域活動支援センターⅢ型                    回／月 

□ 訪問入浴サービス                    回／月 

□ 日中一時支援事業                   時間／月 

□ 生活サポート                   時間／月 

 
申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

フリガナ  申 請 者 

との関係 
 

氏 名   

住 所 

〒  

 

 電話番号  

 

 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 



 

別記様式第８号（第９条関係） 

 

地域生活支援事業支給変更決定通知書 

 第  号 

    年   月   日 

  

  様   

 長岡京市長  印 

 

地域生活支援事業について、下記のとおり決定し、通知します。 

 

記 

 

利 用 者 証

番 号 
 

支給決定障がい者

（ 保 護 者 ） 氏 名 
 

変更年月日    年   月   日 
支 給 決 定 に 係 る

児 童 氏 名 
 

変更の内容 

変更前  

変更後  

 
利用者証を長岡京市    部     課に提出してください。ただし、既に利用者証を提

出されている方は、不要です。 

提出先 長岡京市    部     課 住所 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

提出期限  電話番号  

 
不服申立て及び取消訴訟 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、長岡京市長に対し、審査請求をすることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、長岡京市（訴訟において長岡京市を代表する者は長岡京市長となります。）

を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、決定

のあった日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま

す。 

 なお、前項の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する

裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないことと

されています。 

問い合わせ先 

長岡京市    部     課 

 住所 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

 電話  

 

 

 



 

 

別記様式第９号（第１０条関係） 

        

 地域生活支援事業支給決定取消通知書  

   

 第  号 

    年   月   日 

  

  様   

  長岡京市長           印 

    

地域生活支援事業の利用について、下記のとおり支給決定を取り消しましたので通知します。 

記 

利 用 者 証

番 号 
 

支給決定障がい者

（保護者）氏名 
 

支給決定取消日    年   月   日 
支 給 決 定 に 係 る

児 童 氏 名 
 

取 消 理 由  

 

利用者証を長岡京市    部     課に返還してください。ただし、既に利用者証を提

出されている方は、不要です。 

返還先 長岡京市    部     課 住所 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

 電話番号  

返還期限    年   月   日 

  

不服申立て及び取消訴訟 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、長岡京市長に対し、審査請求をすることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、長岡京市（訴訟において長岡京市を代表する者は長岡京市長となります。）

を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、決定

のあった日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま

す。 

 なお、前項の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する

裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないことと

されています。 
  

問い合わせ先 

長岡京市    部     課 

 住所 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

 電話  

 



 

別記様式第１０号（第１３条関係）  

 

地域生活支援事業利用支援費支給申請書  

長岡京市長 様 

上記のとおり申請します。           申請年月日    年  月  日 

申

請

者 

フリガナ   利用者番号            

氏  名  

  
 

 

（記名押印又は自筆による署名）  

生年月日       年  月  日 

居 住 地  

〒    － 

 
電話番号     －     －       

フリガナ   
生年月日   年  月  日  

利 用 者 氏 名  

（申請者と異なる場合）  

 

性 別 男・女 続柄  

 

１．利用したサービスの内容                      年   月利用分 

事業名  サービスを提供した事業所名  支払った利用者負担額  

□  
重度障がい者等入院時  

コミュニケーション支援事業  
 円  

□ 日常生活用具給付等   円  

□ 移動支援事業   円  

□ 地域活動支援センター   円  

□ 訪問入浴サービス   円  

□ 日中一時支援事業   円  

□ 生活サポート   円  

□ 障がい福祉サービス   円  

□ 自立支援医療   円  

□ 補装具費   円  

合  計    円  

※上記サービスの利用者負担額を支払ったことがわかる書類を添付してください。  

 

２．地域生活支援事業利用支援費の振込先について  

□ 支払いについては、下記の口座に振り込んでください。  

□ 支払いについては、以前に支給を受けた際に利用した口座に振り込んでください。  

口 座 振 込 

依 頼 書 

金融機関名  金融機関コード  種目  口座番号  

     

１ 普通  

２ 当座  

３  その他  

       

支店名  支店コード 口座名義（カタカナ） 

                

印  



 

別記様式第１１号（第１３条関係）   

 

地域生活支援事業利用支援費支給決定通知書  

第    

号  

 年  

月  日  

 

       様  

 

長岡京市長  

 

    年  月  日に申請のありました地域生活支援事業利用支援費について、 

下記のとおり決定しましたので通知します。  

 

記  

 

１．利用者番号   

 

２．利用者氏名   

 

３．利用年月    

 

４．支給額             円  

（算定内訳）  

負担上限月額  
利用者負担支払合

計額  
利用支援費支給額  

円   円   円   

   

 

不 服 申 立 て 及 び 取 消 訴 訟  

１  こ の 決 定 に 不 服 が あ る と き は 、こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

３ か 月 以 内 に 、 長 岡 京 市 長 に 対 し 、 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す 。  

２  ま た 、処 分 の 取 消 し の 訴 え は 、こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

６ か 月 以 内 に 、長 岡 京 市（ 訴 訟 に お い て 長 岡 京 市 を 代 表 す る 者 は 長 岡 京 市 長 と な り ま す 。）

を 被 告 と し て 、 裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す 。  

  た だ し 、決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、決

定 の あ っ た 日 か ら １ 年 を 経 過 す る と 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き な く な

り ま す 。  

  な お 、前 項 の 審 査 請 求 を し た 場 合 に は 、処 分 の 取 消 し の 訴 え は 、そ の 審 査 請 求 に 対 す

る 裁 決 の 送 達 を 受 け た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 に 提 起 し な け れ ば な ら な い こ

と と さ れ て い ま す 。  

 



 

別記様式第１２号（第１３条関係）   

 

 

地域生活支援事業利用支援費支給却下通知書  

第

   

号  

年

 

月

 

日  

 

       様  

 

長岡京市長  

 

    年  月  日に申請のありました地域生活支援事業利用支援事業につい

て、下記の理由により、却下することとしたので通知します。  

 

記  

 

１．  申請内容  

 

 

 

２．  却下する理由  

 

 

 

 

 

不 服 申 立 て 及 び 取 消 訴 訟  

１  こ の 決 定 に 不 服 が あ る と き は 、こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

３ か 月 以 内 に 、 長 岡 京 市 長 に 対 し 、 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す 。  

２  ま た 、処 分 の 取 消 し の 訴 え は 、こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

６ か 月 以 内 に 、長 岡 京 市（ 訴 訟 に お い て 長 岡 京 市 を 代 表 す る 者 は 長 岡 京 市 長 と な り ま す 。）

を 被 告 と し て 、 裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す 。  

  た だ し 、決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、決

定 の あ っ た 日 か ら １ 年 を 経 過 す る と 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き な く な

り ま す 。  

  な お 、前 項 の 審 査 請 求 を し た 場 合 に は 、処 分 の 取 消 し の 訴 え は 、そ の 審 査 請 求 に 対 す

る 裁 決 の 送 達 を 受 け た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 に 提 起 し な け れ ば な ら な い こ

と と さ れ て い ま す 。  


